
２５．事業所数（民営）

都道府県
指標値

（事業所）

東京都 802,355
大阪府 469,446

神奈川県 339,341
愛知県 337,888
埼玉県 261,920
福岡県 240,203
北海道 239,112
兵庫県 232,770
千葉県 209,164
静岡県 173,201
広島県 133,957
京都府 129,186
茨城県 118,235
新潟県 108,401
長野県 105,129
宮城県 104,258
岐阜県 97,701
群馬県 91,873
福島県 87,744
岡山県 86,500
栃木県 86,204
熊本県 80,136
三重県 77,705

鹿児島県 76,354
沖縄県 73,423
愛媛県 64,791
長崎県 62,219
石川県 60,959
山口県 59,892
青森県 57,973
滋賀県 57,342
岩手県 56,850
大分県 54,561
山形県 53,779
宮崎県 51,725
富山県 51,678
奈良県 51,156

和歌山県 48,491
香川県 48,460
秋田県 46,884
山梨県 43,437
福井県 42,024
佐賀県 37,809
徳島県 37,028
高知県 35,098
島根県 34,336
鳥取県 25,390

全国 5,844,088

○ 概 要

○ 基礎データ
大分県 全国 県/全国

民営事業所数 54,561 5,844,088 0.93

○ 資料出所

○ 調査時点

○ 調査周期
5年毎

○ 事業所

※

※
＊　順位は数値の大きい方からつけています。

－令和３年－

令和元年（経済センサス基礎調査）及び令和3年（経済センサス活動
調査）においては、それぞれ調査手法を見直している。

②従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が
継続的に行われていること。

事業所数には事業内容等不詳の事業所を含む。

令和3年6月1日

平成2１年、26年及び令和元年は総務省、経済産業所「経済セ
ンサス-基礎調査」、平成24年、28年及び令和３年は総務省、
経済産業所「経済センサス-活動調査」による。
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　令和3年の大分県内の民営事業所数（事業内容等不詳を含
む）は54,561事業所で、全国33位となっている。令和元年経済
センサス-基礎調査と比べて5,795事業所（▲9.6％）減少してい
る。

　経済活動が行われている場所ごとの単位で、  原則として次
の条件を備えているもの。
①一定の場所（1区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経
済活動が行われていること。
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総務省、経産省「経済センサス-活動調査」
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【大分県と全国の推移】

大分県（左軸）

全国（右軸）

（県：千事業所） （全国：万事業所）



２６．従業者数（民営）

都道府県
指標値
（人）

東京都 9,592,059
大阪府 4,528,208
愛知県 3,818,542

神奈川県 3,525,744
埼玉県 2,602,009
福岡県 2,309,989
兵庫県 2,221,469
北海道 2,165,390
千葉県 2,151,386
静岡県 1,730,955
広島県 1,303,624
茨城県 1,237,104
京都府 1,148,970
宮城県 1,031,186
新潟県 1,004,621
長野県 929,898
群馬県 895,790
岐阜県 884,667
栃木県 870,819
岡山県 838,870
福島県 802,365
三重県 798,103
熊本県 716,508

鹿児島県 659,951
滋賀県 617,826
沖縄県 584,191
山口県 574,259
愛媛県 562,714
石川県 543,315
長崎県 525,985
岩手県 518,167
富山県 508,283
青森県 498,418
大分県 475,034
山形県 465,796
宮崎県 446,103
奈良県 444,916
香川県 431,667
秋田県 398,671

和歌山県 378,695
福井県 373,974
山梨県 366,260
佐賀県 360,756
徳島県 304,530
島根県 296,596
高知県 275,477
鳥取県 230,055
全国 57,949,915

○ 概 要

○ （人、％）
大分県 全国 県/全国

従業者数（民営） 475,034 57,949,915 0.82

○ 資料出所

○ 調査時点

○ 調査周期
5年毎

○ 従業者

○ 民営

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

－

総務省、経産省「経済センサス-活動調査」
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令和3年6月1日

　令和3年の大分県内の民営事業所の従業者数は475,034人
で、全国34位となっている。平成28年経済センサス-活動調査
と比べて8,172人（▲1.7％）減少している。

基礎データ

　経営主体が国、地方公共団体以外をいう

　調査日現在、その事業所に所属して働いているすべての人
であり、他の会社などの別経営の事業所へ派遣している人を
含む。他の会社などの別経営の事業所から派遣されているな
ど、その事業所から賃金・給与を支給されていない人は含め
ない。
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【大分県と全国の推移】

大分県（左軸）

全国（右軸）

（県:千人） （全国:十万人）



２７．総農家数 －令和２年－

都 道 府 県 指標値（戸） 順位

20 長 野 県 89,786 1
08 茨 城 県 71,761 2
28 兵 庫 県 67,124 3
07 福 島 県 62,673 4
15 新 潟 県 62,556 5
23 愛 知 県 61,055 6
03 岩 手 県 52,688 7
12 千 葉 県 50,826 8
22 静 岡 県 50,736 9
33 岡 山 県 50,735 10
21 岐 阜 県 48,936 11
46 鹿 児 島 県 48,360 12
43 熊 本 県 47,879 13
11 埼 玉 県 46,463 14
09 栃 木 県 46,202 15
34 広 島 県 45,335 16
10 群 馬 県 42,275 17
04 宮 城 県 41,509 18
40 福 岡 県 41,351 19
06 山 形 県 39,628 20
01 北 海 道 37,594 21
05 秋 田 県 37,116 22
02 青 森 県 36,465 23
38 愛 媛 県 34,994 24
24 三 重 県 33,530 25
44 大 分 県 31,954 26
45 宮 崎 県 30,940 27
37 香 川 県 29,222 28
42 長 崎 県 28,282 29
19 山 梨 県 27,986 30
35 山 口 県 27,338 31
32 島 根 県 27,186 32
30 和 歌 山 県 25,263 33
36 徳 島 県 25,119 34
26 京 都 府 24,953 35
31 鳥 取 県 23,106 36
25 滋 賀 県 21,971 37
29 奈 良 県 21,950 38
14 神 奈 川 県 21,290 39
27 大 阪 府 20,813 40
39 高 知 県 19,924 41
41 佐 賀 県 18,645 42
16 富 山 県 17,314 43
18 福 井 県 16,058 44
17 石 川 県 15,874 45
47 沖 縄 県 14,747 46
13 東 京 都 9,567 47

全 国 1,747,079 -

○ 概　要

○ 基礎データ及び参考指標（令和2年） （戸、％）
大分県 全国 県/全

　総農家数 31,954 1,747,079 1.83%
　　販売農家 18,099 1,027,892 1.76%
　　自給的農家 13,855 719,187 1.93%

○ 資料出所：農林水産省「農林業センサス」
○
○ 調査周期：5年
○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　令和2年の大分県の総農家数は31,954戸で、平成27年と比
べて7,521戸減少した。全国に占める割合は1.83％となり、全
国26位となっている。

調査期日：令和2年2月1日

参
　
考

摘
　
要

農家：経営耕地面積が10アール以上又は調査期日前1年間
における農産物販売金額が15万円以上の規模の農業を行う
世帯。

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
（万戸）

83,196 

73,575 

64,445 
57,711 

52,482 
46,623 

39,475 
31,954 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

S60 H02 07 12 17 22 27 R02
総農家数

（戸）



２８．農業産出額

都道府県
指標値
（億円）

北海道 13,108
鹿児島県 4,997
茨城県 4,263
宮崎県 3,478
熊本県 3,477
千葉県 3,471
青森県 3,277
愛知県 2,922
栃木県 2,693
岩手県 2,651
長野県 2,624
群馬県 2,404
山形県 2,337
新潟県 2,269
静岡県 2,084
福岡県 1,968
福島県 1,913
宮城県 1,755
秋田県 1,658
長崎県 1,551
埼玉県 1,528
兵庫県 1,501
岡山県 1,457
愛媛県 1,244
大分県 1,228
広島県 1,213
佐賀県 1,206

和歌山県 1,135
山梨県 1,113
岐阜県 1,104
高知県 1,069
三重県 1,067
徳島県 930
沖縄県 922
香川県 792
鳥取県 727
京都府 663

神奈川県 660
山口県 643
島根県 611
滋賀県 585
富山県 545
石川県 480
福井県 394
奈良県 391
大阪府 296
東京都 196
全国 88,600

○ 概 要

○
大分県 全国 県/全国

農業産出額（億円） 1,228 88,600 1.4%
生産農業所得（億円） 521 33,653 1.5%
食料自給率（％） 46 38

※

○ 資料出所

○ 調査対象期間
令和3年1月～12月

○ 調査周期
毎年

○ 農業産出額

○ 生産農業所得

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

－令和３年－

4

順位

1
2
3

16

5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15

28

17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

40

29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39

農業生産活動によって生み出された付加価値であり、農業産出
額から物的経費（減価償却費及び間接税を含む）を控除し、経
常補助金

　都道府県別の品目ごとの生産量に、品目ごとの農家庭先販売
価格（消費税を含む）を乗じて求めたもの
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　令和3年の大分県内の農業産出額は1,228億円で、前年と比べ
て20億円(1.7％)増加した。全国に占める割合は1.4％で、全国
25位となっている。

農林水産省「生産農業所得統計」

基礎データ及び参考指標（令和3年）

食料自給率は農林水産省「令和3年度都道府県別食料自給率
について」によるカロリーベース概数値である。
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２９．林業経営体数 －令和２年－

都 道 府 県
指標値

（経営体）
順位

01 北 海 道 4,565 1
45 宮 崎 県 1,796 2
03 岩 手 県 1,728 3
21 岐 阜 県 1,584 4
34 広 島 県 1,453 5
44 大 分 県 1,329 6
43 熊 本 県 1,255 7
33 岡 山 県 1,174 8
09 栃 木 県 1,015 9
05 秋 田 県 1,010 10
20 長 野 県 1,008 11
38 愛 媛 県 968 12
39 高 知 県 882 13
32 島 根 県 875 14
31 鳥 取 県 843 15
22 静 岡 県 837 16
07 福 島 県 771 17
40 福 岡 県 719 18
02 青 森 県 678 19
29 奈 良 県 652 20
15 新 潟 県 637 21
26 京 都 府 619 22
35 山 口 県 543 23
24 三 重 県 527 24
28 兵 庫 県 514 25
23 愛 知 県 498 26
04 宮 城 県 489 27
06 山 形 県 451 28
17 石 川 県 416 29
08 茨 城 県 407 30
41 佐 賀 県 406 31
46 鹿 児 島 県 367 32
10 群 馬 県 358 33
18 福 井 県 356 34
30 和 歌 山 県 340 35
25 滋 賀 県 306 36
36 徳 島 県 264 37
12 千 葉 県 199 38
16 富 山 県 181 39
42 長 崎 県 178 40
19 山 梨 県 153 41
13 東 京 都 152 42
14 神 奈 川 県 139 43
11 埼 玉 県 129 44
27 大 阪 府 128 45
37 香 川 県 88 46
47 沖 縄 県 8 47

全 国 33,995 -

○ 概　要

○ 基礎データ （経営体、％）
大分県 全国 県/全

平成27年 3,221 87,284 3.69
令和02年 1,329 33,995 3.91
増減率 ▲ 58.7 ▲ 61.1

○ 参考指標（平成27年） （世帯、％）
大分県 全国 県/全国

林家数 21,556 828,973 2.56

○ 資料出所：農林水産省「農林業センサス」
○
○ 調査周期：5年　
○

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

調査期日：令和2年2月1日

　令和2年の大分県内の林業経営体数は1,329経営体で、平
成27年と比べて1,892経営体(58.7％)減少した。全国に占める
割合は3.91％で、全国6位であった。

※林業経営体を対象とした調査は、2005年農林業センサスから
実施されたため、それ以前のデータはない。

林業経営体：保有山林の面積が3ヘクタール以上の規模の林
業又は委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購
入して行う素材生産の事業を行う者
林家：保有山林面積が1ヘクタール以上の世帯

参
　
考

摘
　
要
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３０．林業産出額

都道府県
指標値

（千万円）

長野県 5,778
新潟県 4,419
北海道 4,160
宮崎県 3,722
大分県 2,268
岩手県 1,931
熊本県 1,902
秋田県 1,574
静岡県 1,370
福岡県 1,362
栃木県 1,247
福島県 1,195

鹿児島県 1,100
徳島県 1,064
愛媛県 934
高知県 933
岐阜県 928
宮城県 922
青森県 911
岡山県 891
広島県 867
茨城県 788
山形県 693
群馬県 683
長崎県 680
三重県 612
島根県 564

和歌山県 467
兵庫県 450
富山県 442
山口県 417
香川県 413
鳥取県 387
千葉県 282
京都府 271
奈良県 268
愛知県 257
佐賀県 253
石川県 224
福井県 161
山梨県 152
埼玉県 150
滋賀県 92
沖縄県 74
東京都 60

神奈川県 40
大阪府 35

都道府県計 48,394

○ 概 要

○ 基礎データ（令和3年）
大分県 都道府県計 大分県割合

林業産出額（千万円） 2,268 48,394 4.7%
　木材（千万円） 1,709 26,655 6.4%
　栽培きのこ類（千万円） 541 20,916 2.6%
　その他（千万円） 17 822 2.1%

○ 資料出所

○ 調査対象期間
令和3年

○ 調査周期
毎年

○ 林業産出額

※

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

都道府県別産出額の算出方法
・木材生産におけるパルプ工場に直接入荷されるパルプ用素材、
輸出丸太及び燃料用チップ素材の産出額、薪炭生産におけるま
きの産出額、林野副産物採取における木ろう及び生うるしの産出
額を含まない（全国値にはこれらの値を含む）
・木材生産における県外移出されたしいたけ原木の産出額を含む
（全国値には含まない）

都道府県別に木材統計調査、特用林産物生産統計調査等から得
られる品目別生産量に価格を乗じて推計している。
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47
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　令和３年の大分県の林業産出額は2,268千万円で、前年と比べ
て664千万円増加した。都道府県計に占める割合は4.7％であり、
全国5位となっている。

農林水産省「林業産出額」
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【大分県と全国の推移】
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３１．海面漁業経営体数 －平成３０年－

都 道 府 県
指標値

（経営体）
順位

01 北 海 道 11,089 1
42 長 崎 県 5,998 2
02 青 森 県 3,702 3
38 愛 媛 県 3,444 4
03 岩 手 県 3,406 5
24 三 重 県 3,178 6
46 鹿 児 島 県 3,115 7
35 山 口 県 2,858 8
43 熊 本 県 2,829 9
28 兵 庫 県 2,712 10
47 沖 縄 県 2,733 11
40 福 岡 県 2,386 12
04 宮 城 県 2,326 13
22 静 岡 県 2,200 14
34 広 島 県 2,162 15
23 愛 知 県 1,924 16
44 大 分 県 1,914 17
12 千 葉 県 1,796 18
41 佐 賀 県 1,609 19
39 高 知 県 1,599 20
30 和 歌 山 県 1,581 21
32 島 根 県 1,576 22
15 新 潟 県 1,338 23
36 徳 島 県 1,321 24
17 石 川 県 1,255 25
37 香 川 県 1,234 26
14 神 奈 川 県 1,005 27
45 宮 崎 県 950 28
33 岡 山 県 872 29
18 福 井 県 816 30
26 京 都 府 636 31
05 秋 田 県 632 32
31 鳥 取 県 586 33
27 大 阪 府 519 34
13 東 京 都 512 35
07 福 島 県 377 36
08 茨 城 県 343 37
06 山 形 県 284 38
16 富 山 県 250 39
09 栃 木 県 - -
10 群 馬 県 - -
11 埼 玉 県 - -
19 山 梨 県 - -
20 長 野 県 - -
21 岐 阜 県 - -
25 滋 賀 県 - -
29 奈 良 県 - -

全 国 79,067 -

○ 概　要

○ 基礎データ（平成30年） 　 （経営体）
大分県 全国

海面漁業経営体数 1,914 79,067

○ 参考指標（平成30年） 
海面漁業就業者数 3,455 人（17位）

○ 資料出所：農林水産省「2018年漁業センサス」
○ 調査期日：平成30年11月1日
○ 調査周期：5年
○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

海面漁業経営体：過去１年間に利潤または生活の資を得る
ために、生産物を販売することを目的として、海面において
水産動植物の採捕又は養殖の事業を行った世帯又は事業

　大分県の平成30年の海面漁業経営体数は1,914経営体
で、平成25年から457経営体減少し、全国17位となってい

参
　
考

摘
　
要
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３２．漁業産出額

都道府県
指標値

（百万円）

北海道 256,850
長崎県 93,607
愛媛県 84,964

鹿児島県 65,846
宮城県 65,517
静岡県 50,723
高知県 46,822
青森県 44,667
兵庫県 41,228
三重県 39,297
大分県 35,611
熊本県 34,200
宮崎県 29,655
岩手県 29,578
福岡県 28,326
佐賀県 25,190
広島県 22,989
茨城県 22,684
千葉県 19,628
鳥取県 19,339
沖縄県 17,853

和歌山県 16,821
島根県 16,219
愛知県 15,491
香川県 14,854

神奈川県 13,591
山口県 13,273
石川県 13,186
富山県 12,108
東京都 10,293
新潟県 9,964
徳島県 9,722
福島県 9,515
福井県 7,523
岡山県 5,573
京都府 4,212
大阪府 4,038
秋田県 2,474
山形県 1,743
栃木県 -
群馬県 -
埼玉県 -
山梨県 -
長野県 -
岐阜県 -
滋賀県 -
奈良県 -

全国 1,255,176

○ 概 要

○ 基礎データ及び参考指標（令和3年）
大分県 全国

海面漁業産出額（百万円） 8,917 803,706
海面養殖業産出額（百万円） 26,695 451,470

海面漁業漁獲量（ｔ） 29,063（20位） 3,193,785
海面養殖業収穫量（ｔ） 23,336（14位） 926,641

○ 資料出所

漁獲量、収穫量 ：農林水産省「海面漁業生産統計」

○ 調査対象期間
令和3年1月～12月

○ 調査周期
毎年

○ 海面漁業・養殖業産出額

＊　順位は数値の大きい方からつけています。
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　大分県の令和3年の漁業産出額は35,611百万円で、令和2
年から3,086百万円増加し、全国11位となっている。

産出額　　　　　　：農林水産省「漁業産出額」

海面漁業・養殖業産出額
（百万円）

35,611 1,255,176

　海面漁業生産統計調査結果から得られる都道府県別の魚
種別生産量に水産庁「産地水産物流通調査」、主要産地の
市場、関係団体等から得られる都道府県別の魚種別産地卸
売価格を乗じて推計している。
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【大分県と全国の推移】
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３３．製造業の事業所数（従業者4人以上の事業所） －令和２年－

都 道 府 県
指標値

（事業所）
順位

23 愛 知 県 14,593 1
27 大 阪 府 14,412 2
11 埼 玉 県 10,102 3
13 東 京 都 9,738 4
22 静 岡 県 8,602 5
14 神 奈 川 県 7,202 6
28 兵 庫 県 7,106 7
21 岐 阜 県 5,298 8
40 福 岡 県 5,094 9
01 北 海 道 5,072 10
20 長 野 県 4,825 11
15 新 潟 県 4,822 12
08 茨 城 県 4,813 13
34 広 島 県 4,812 14
12 千 葉 県 4,748 15
10 群 馬 県 4,530 16
26 京 都 府 3,952 17
09 栃 木 県 3,903 18
07 福 島 県 3,279 19
24 三 重 県 3,245 20
33 岡 山 県 3,234 21
25 滋 賀 県 2,614 22
04 宮 城 県 2,593 23
16 富 山 県 2,569 24
17 石 川 県 2,512 25
06 山 形 県 2,277 26
38 愛 媛 県 2,117 27
46 鹿 児 島 県 2,023 28
18 福 井 県 2,013 29
03 岩 手 県 1,866 30
43 熊 本 県 1,866 30
37 香 川 県 1,851 32
35 山 口 県 1,725 33
19 山 梨 県 1,676 34
29 奈 良 県 1,578 35
05 秋 田 県 1,535 36
30 和 歌 山 県 1,465 37
44 大 分 県 1,404 38
42 長 崎 県 1,386 39
45 宮 崎 県 1,300 40
02 青 森 県 1,272 41
41 佐 賀 県 1,250 42
36 徳 島 県 1,068 43
32 島 根 県 1,001 44
39 高 知 県 931 45
47 沖 縄 県 835 46
31 鳥 取 県 749 47

全 国 176,858 -

○ 概　要

○ 基礎データ（令和2年） 　 （事業所）
大分県 全国

製造業の事業所数 1,404 176,858

○ 参考指標（令和2年） 
製造業の従事者数 64,493 人（35位）

○ 資料出所：総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査」
○ 調査期日：令和3年6月1日
○ 調査周期：毎年
○

※ 平成28年は経済センサス-活動調査による。

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

製造業事業所：一般的に工場、製作所、製造所あるいは加
工所などと呼ばれているような、一区画を占めて主として製
造又は加工を行っているもの。

　大分県の令和2年の製造業の事業所数は1,404事業所で、
令和元年から33事業所増増し、全国38位となっている。

参
　
考

摘
　
要
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３４．製造品出荷額等

都道府県
指標値

（百万円）

愛知県 43,987,965
大阪府 16,975,793
静岡県 16,451,286

神奈川県 15,835,278
兵庫県 15,249,899
埼玉県 12,862,957
茨城県 12,177,310
千葉県 11,926,431
三重県 10,491,865
福岡県 8,951,854
広島県 8,869,857
栃木県 8,235,252
群馬県 7,888,919
滋賀県 7,597,075
東京都 7,080,474
岡山県 7,060,138
長野県 6,043,116
山口県 5,616,940
岐阜県 5,614,933
北海道 5,587,227
京都府 5,270,360
福島県 4,766,985
新潟県 4,753,251
宮城県 4,357,999
大分県 3,846,291
愛媛県 3,804,128
富山県 3,651,778
山形県 2,832,284
熊本県 2,819,547
石川県 2,626,806
山梨県 2,530,220
香川県 2,528,966
岩手県 2,494,299

和歌山県 2,383,457
福井県 2,143,081
佐賀県 2,028,346

鹿児島県 1,982,830
徳島県 1,795,341
奈良県 1,715,739
青森県 1,676,471
宮崎県 1,636,752
長崎県 1,622,930
秋田県 1,307,827
島根県 1,165,087
鳥取県 741,344
高知県 547,159
沖縄県 469,427
全国 302,003,273

○ 概 要

○ 基礎データ（令和2年） （百万円）
大分県 全国

製造品出荷額等 3,846,291 302,003,273

○ 資料出所

○ 調査時点
令和3年6月1日

○ 調査対象期間
令和2年1月～12月

○ 調査周期
5年毎

○ 製造品出荷額等

※

※

＊　順位は数値の大きい方からつけています。
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平成23年、27年、令和2年指標値は、経済センサス-活動調査
による。それ以外の年の指標値は工業統計調査による。

　1年間（1～12月）における製造品出荷額、加工賃収入額、そ
の他収入額及び製造工程から出たくず及び廃物の出荷額の
合計であり、消費税等内国消費税額を含んだ額
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　大分県の令和２年の製造品出荷額等は3兆8,462億91百万
円で、令和元年から4,526億54百万円減少し、全国25位となっ
ている。

総務省、経済産業省「令和３年経済センサス-活動調査」

従業者4人以上の事業所についての集計である。
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都道府県
指標値

（事業所）

東京都 141,055
大阪府 90,008
愛知県 70,359

神奈川県 61,012
福岡県 54,567
埼玉県 51,720
北海道 51,407
兵庫県 47,973
千葉県 42,852
静岡県 38,644
広島県 30,092
茨城県 26,387
京都府 26,212
新潟県 25,467
宮城県 25,004
長野県 22,746
岐阜県 21,788
福島県 19,975
群馬県 19,722
栃木県 19,572
岡山県 19,505

鹿児島県 18,837
熊本県 18,834
三重県 17,456
長崎県 15,456
愛媛県 15,214
山口県 14,589
沖縄県 14,478
青森県 14,097
石川県 13,686
岩手県 13,678
山形県 12,793
大分県 12,606
富山県 12,270
宮崎県 12,268
滋賀県 12,061

和歌山県 11,385
香川県 11,378
秋田県 11,368
奈良県 10,853
福井県 9,510
佐賀県 9,320
山梨県 9,216
高知県 8,753
徳島県 8,413
島根県 8,218
鳥取県 6,116
全国 1,228,920

○ 概 要

○
大分県 全国

商業の事業所数（事業所） 12,606 1,228,920

○ 資料出所

○ 調査時点
令和3年6月1日

○ 調査周期
5年

○ 商業事業所

※

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

41
42
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44
45
46
47
-

　大分県の令和3年の商業の事業所数は12,606事業所で、平成
28年から1,509事業所減少し、全国33位となっている。

総務省、経済産業省「経済センサス－活動調査」

基礎データ及び参考指標（令和3年）

商業の事業所従業者数
（人）

89,631（34位） 11,397,130
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３５．商業の事業所数

4

－令和３年－

順位

1
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16

5

平成19年以前及び平成26年は商業統計調査、平成24年、28年
及び令和3年は経済センサス活動調査による。

原則として一定の場所（一区画）を占めて「有体的商品を購入し
て販売する事業所」であって、一般的に卸売業、小売業といわれ
る事業所をいう。
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都道府県
指標値

（百万円）

東京都 180,939,319
大阪府 55,530,383
愛知県 40,560,435

神奈川県 22,319,225
福岡県 22,098,355
北海道 17,732,739
埼玉県 17,247,939
兵庫県 14,687,960
千葉県 13,627,370
広島県 11,487,755
宮城県 11,282,302
静岡県 11,219,473
京都府 8,234,429
茨城県 6,697,907
新潟県 6,556,862
長野県 5,574,596
群馬県 5,546,095
岡山県 5,392,006
栃木県 5,294,941
福島県 4,651,286
岐阜県 4,446,258
熊本県 4,291,825
愛媛県 3,939,219

鹿児島県 3,903,567
石川県 3,816,979
三重県 3,657,604
香川県 3,342,993
岩手県 3,282,609
青森県 3,159,710
山口県 3,104,986
富山県 2,989,929
沖縄県 2,882,628
長崎県 2,799,748
宮崎県 2,713,803
滋賀県 2,653,765
山形県 2,496,363
大分県 2,432,342
秋田県 2,193,983

和歌山県 2,032,599
福井県 1,992,748
奈良県 1,865,600
佐賀県 1,808,641
山梨県 1,743,410
徳島県 1,510,095
高知県 1,423,758
島根県 1,389,707
鳥取県 1,257,703
全国 539,813,946

○ 概 要

○ （百万円）
大分県 全国

年間商品販売額 2,432,342 539,813,946

○ 資料出所

○ 調査時点
令和3年6月1日

○ 調査対象期間
令和2年

○ 調査周期
5年

〇 年間商品販売額

※

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査」

令和2年1月1日から令和2年12月31日までの1年間の当該事業
所における有体商品の販売額をいう。したがって、土地・建物
等の不動産及び株券、商品券、プリペイドカード、宝くじ、切手
などの有価証券の販売額は含めない。

平成19年以前及び26年は商業統計調査、平成24年、28年及
び令和3年は経済センサス活動調査、令和元年及び2年は経
済構造実態調査による。
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基礎データ（令和3年）

　　令和3年の経済センサス活動調査によると、大分県の年間
商品販売額は2兆4,323億42百万円で、令和2年の経済構造実
態調査結果から875億79百万増加し、全国37位となっている。
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【大分県と全国の推移】

大分県（左軸）

全国（右軸）

（全国：兆円）（県：百億円）



３７．ホテル・旅館施設数（人口100万人あたり）

都道府県
指標値
（施設）

沖縄県 1,894.4
山梨県 1,643.5
長野県 1,271.5
福井県 1,196.1
大分県 916.5
新潟県 911.3
福島県 815.1
静岡県 735.6
山形県 733.6

和歌山県 731.9
三重県 731.8
栃木県 724.6
石川県 658.7
岩手県 658.0
徳島県 654.5
鳥取県 608.4
群馬県 598.9
熊本県 587.4
島根県 580.5
北海道 569.4
岐阜県 548.2

鹿児島県 545.1
秋田県 545.0
高知県 520.5
青森県 495.5
長崎県 473.4
山口県 458.6
佐賀県 420.6
京都府 395.5
宮崎県 389.3
富山県 364.9
香川県 364.1
岡山県 363.0
滋賀県 346.6
愛媛県 330.1
茨城県 324.3
奈良県 311.0
宮城県 310.9
兵庫県 266.4
東京都 260.8
広島県 256.5
福岡県 231.5
千葉県 200.2
大阪府 176.9
愛知県 164.4

神奈川県 144.0
埼玉県 93.7

全国 402.6

○ 概 要

○ 基礎データ（令和3年度）
大分県 全国

総人口（千人） 1,114 125,502

○ 資料出所

○ 調査時点

○ 調査周期
毎年度、毎年

○ ホテル・旅館

○ 指標計算式

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

－令和３年度－
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　大分県の令和3年度のホテル・旅館施設数（人口100万人あ
たり）は916.5施設で、前年度から4.5施設増加し、全国5位と
なっている。

ホテル・旅館施設数
（施設）

1,021 50,523

総人口　　　　　　　　　：令和3年10月1日

　旅館業法第2条に規定された旅館業で、ホテルは主に洋式
の構造・設備を持つ施設、旅館は主に和式の構造・設備を持
つ施設

分子：施設数  分母：総人口

ホテル・旅館施設数
（人口100万人あたり）
（施設）

916.5 402.6

ホテル・旅館施設数 ：厚生労働省「衛生行政報告例」
総人口　　　　　　　　 ：総務省統計局「人口推計」

ホテル・旅館施設数　：令和3年3月31日
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【大分県と全国の推移】

大分県 全国

（施設）


